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建設業で人員不足の指摘が高まる
業種別に特徴を見ると、建設業では復興需要の発生を受けて「民間需要の停滞」が 66.7％から

57.7％へと 9 ポイント、「官公需要の停滞」が 41.2％から 34.2％へと 7 ポイントそれぞれ急減した。

需要拡大を象徴する「従業員の不足」は 4.8％から 10.1％、「熟練技術者の確保難」も 12.1％から

14.1％へと増加しており復興特需への対応が目下の焦点となっている。しかしこの間の公共事業縮減

の下、業界全体の体力が低下している中での特需発生であり、熟練労働者の確保、下請け業者の確保

に困難を来たしている企業もある。さらに「同業者相互の価格競争の激化」が 64.2％から 69.8％へ

と上昇、「大企業の進出による競争の激化」も 9.7％から 14.8％へと増加して、復興に関する仕事も

体力勝負の様相である。一定の体力のある企業とそうでない企業の格差がさらに拡大する可能性がある。

製造業では「仕入単価の上昇」（33.5％→ 29.6％）と「販売先からの値下げ要請」（24.3％→ 24.8％）の指

摘割合が 4 業種中で最も大きい。引き続き原材料高・製品安との激しい攻防状況である。サービス業は「新

規参入者の増加」（15.8％→ 21.5％）と「取引先の減少」（19.2％→ 24.9％）が同時に進行している。4 業種

の中でも特に市場の狭隘化を意識しているのがサービス業と言える。

北海道・東北とその他地域で変化が異なる
地域別にみると、被災地を含む北海道・東北で「民間需要の停滞」が 54.8％から 50.0％へと減少

しているが、それ以上に関東（60.5％→ 46.5％）と北陸・中部（51.2％→ 44.8％）の減少が目立つ。

また北海道・東北では「従業員の不足」は 6.5％→ 6.9％と微増にとどまるが、その他地域では関東

が 1.3％→ 8.3％、北陸・中部が 3.0％→ 9.5％、近畿が 7.5％→ 9.7％、中国・四国が 5.6％→ 14.7％、

九州・沖縄が 5.4％→ 9.5％と北海道・東北よりも指摘割合の増加が明らかである。この点を見る限り、

景気回復とそれへの対応を強く問題視しているのは被災地以外の地域であり、北海道・東北が取り残

されている感がある。原発事故による経済活動の阻害の要因は大きい。そうした中でも「放射能問題

による安全性への最大の努力。国の基準だけでなく自社基準の強化に努め、全て自社検査の強化で提

案力に基づき、品揃えに万全を期して地域のリーダーを目指します（宮城、米穀小売卸）」と懸命の

経営努力がなされている。被災地の人々が回復の実感を持てるよう、地域と中小企業の声を尊重した

復興政策の内容が求められる。

〔Ⅶ〕経営上の力点

復興需要の進展により、社員教育と人材確保の力点が高まる一方、危機の反映である経費節減
の比重が低下した。社員力強化を基本としつつも、具体的力点は業種・業態、地域、規模によっ
て異なっている。経営指針に基づく力点設定が求められる。

経費節減努力から「社員教育」と「人材確保」の比重の高まりへ
東日本大震災後の景況悪化から回復過程が鮮明になった 7 〜 9 月期の回答結果では、「新規受注（顧

客）の確保」、「付加価値の増大」の２項目の指摘割合が高まり（4 〜 6 月期は低下）、引き続き第 1

位と 2 位を占めた。また「社員教育」（38.3％→ 39.1％）と「人材確保」（10.8％→ 14.6％）に力を

注いだ会社が 7 〜 9 月期は増大した点が注目される。逆に景況悪化への対応であった「人件費節減」

および「人件費以外の経費節減」の指摘割合が低下しており、前向きな経営姿勢が取られ始めた。

業種別特徴としては、建設業では復興需要の増大、大都市部でのマンション建設の堅調、戸建住宅
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分野の不振という格差景況でのもとで前期と同様「新規受注（顧客）の確保」、「人件費以外の経費節減」

「財務体質強化」「情報力強化」「得意分野の絞り込み」の比重が高く、キャッシュフロー改善と固有

技術の先鋭化による活路打開の方向性追求が示唆されている。製造業では差別化戦略による受注増を

目指した「付加価値の増大」「研究開発」の指摘割合が高くなっており、流通・商業では「新規事業

の展開」「情報力強化」「得意分野の絞り込み」による新規顧客開拓への取り組みに注力する割合が高

くなっている。サービス業では「社員教育」と「人材確保」の比重が高く、社員の専門能力の高度化

による企業のオリジナリティ強化が問われている一方、「付加価値の増大」が51.4％から44.3％へと7.1

ポイント低下した点が注目される。以上の点は、大震災後に売り上げが増えた理由の設問で「前年か

らの得意分野の絞り込みの戦略が原因（北海道、建設業）」「サービス内容の充実とＰＲ活動（富山、サー

ビス業）」「営業力強化（大阪、製造業）」「震災に耐える家づくり、家族の絆（岡山、建設業）」「新規

戦略の効果（山形、流通商業）」という回答例からも確認できる。

人材活用を基本としつつも地域別・企業規模別に異なった力点の置き所
また地域別でみると、いずれの地域でも「新規受注（顧客）の確保」が指摘割合でトップであった

が、北陸・中部（72.4％）と北海道・東北（60.4％）、中国・四国（60.9％）では 10 ポイント以上の

格差がみられた。また「付加価値の増大」は北海道・東北（52.8％）、北陸・中部（56.8％）で高く、

関東（45.9％）、九州・沖縄（43.2％）で低かった。「社員教育」の割合は北陸・中部（40.6％）、中国・

四国（42.8％）と九州・沖縄（42.6％）で全体平均（39.1％）を上回ったのに対して、関東（32.2％）

では他地域との比較で比重の低さが持続しているのは一考を要する。一定の景気回復を前提に「人材

確保」の比重（全体平均は 14.6％）はいずれの地域でも前期比で高まっているが、とくに関東（18.5％）、

中国・四国（16.7％）で高かった。「新規事業の展開」（全体平均は 20.1％）は北陸・中部（26.6％）

と九州・沖縄（25.7％）で高く、北海道・東北（12.5％）、関東（18.5％）近畿（17.3％）と大きな違

いが見られた。

7 〜 9 月期は震災直後の消費自粛からの脱却と消費マインドの変化、復興需要の進展、自動車・電

機大手の操業の本格化など景況が転機を迎える中で、これまでとは異なる情報収集・解析・発信力が

求められるとともに、その担い手となる社員の専門能力を高める必要から出てきており、社員教育の

強化による全社一丸

体制の確立が求めら

れる。「経営理念の

共有会を毎月行い、

社内のブランド化を

進め、社員のお客さ

ま、仕事に対する意

識を高めることによ

り、お客様に選ばれ

る会社を作ろうとし

ている」という同友

会型経営の視点は業

種・地域を越えて、

経営力強化の基盤と

して重要なポイント
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となっている。

企業規模別の特徴

をみると、「新規受

注（顧客）の確保」

と「財務体質強化」

の２項目では小規模

企業ほど比重が高く

なっており、とくに

後者に関しては 8.7

ポイントの差があ

り、小規模企業での

資金繰りの厳しさが

伺える。逆に規模が

大きくなるのに比例

して比重が高い項目

は「付加価値の増大」「新規事業の展開」、とくに「社員教育」（100 人以上の 49.1％に対して 20 人

未満では 37.8％）と「人件費以外の経費節減」であった。

中小企業を巡る景況は大震災前の水準に戻りつつあるが、次期以降の見通しについてはアメリカ・

ＥＵ経済危機の先行き不透明感、途上国経済の低迷化の懸念というネガティブな外需見通し、デフレ

不況下の円高による景気回復へのブレーキと大手企業の生産拠点の海外移管の促進など予断を許さな

い局面が持続する。最悪の事態を予測した自社ドメインの強化による固定客確保が最低限クリアすべ

き課題となろう。そのためにも労使見解の立場による社員教育の強化と、激変する消費マインドに対

応するための情報の受発信力の先鋭化による全社一丸の体制づくりが問われている。
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